
論文 片側袖壁付きＲＣ柱のせん断耐力についての実験的研究 
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要旨：本研究では,既往実験が少ない片側袖壁付き鉄筋コンクリート柱のせん断耐力を実験的に検討する。袖

壁横筋の鉄筋量をパラメータとした 3 体の試験体について,正負交番の漸増繰返し載荷実験を行った。各試験

体のせん断耐力と層間変形角を比較し,袖壁横筋量がどの程度影響するか検討する。さらに,2020 年版建築物

の構造関係技術基準解説書の袖壁付き RC 柱の分割累加式に関して, 加力方向ごとに引張鉄筋を定義した計

算値と実験値とを比較することで,分割累加式の適用性を検討する。 

キーワード：片側袖壁,せん断耐力，破壊性状，引張鉄筋 

 

1. はじめに 

2011 年の東日本大震災 1),2016 年の熊本地震 2)で

は,1981 年に施行された新耐震基準以降の RC 造建物に

は,構造部材の脆性的なせん断破壊は殆ど見られなかっ

た。しかし,構造的に注目してこなかった袖壁付き柱の袖

壁には,スリットの有無に係わらず,せん断破壊が多く見

受けられた。このような非構造壁の損傷による建物の大

破・倒壊はなかったものの,建物の継続使用ができなくな

る等の支障が生じていると考えられる。 

このような地震被害を経て, 2020 年版建築物の構造関

係技術基準解説書 3)（技術解説書と呼ぶ）の袖壁付き RC

柱のせん断耐力評価式（分割累加式と呼ぶ）を用いるこ

とで,袖壁付きRC柱を有効な耐震要素として積極的に利

用する方法も提案 4)されている。袖壁を耐震要素として

利用する場合の長所としては,①建物の保有水平耐力を

増加できる。②地震時の応答変形を抑えることができる。

また,短所としては①構造設計時のモデル化が複雑にな

ることがある。②袖壁が柱を拘束することで,せん断破壊

が生じる危険性が挙げられる。 

これらの袖壁を耐震要素として利用するためには,袖

壁の配置,袖壁の形状(壁厚さ,壁長さ),袖壁の縦・横筋量

および柱の主筋,帯筋量,せん断スパン比などのせん断耐

力評価に影響及ぼすとされる要因を定量的・定性的に把

握することが必要不可欠である。しかしながら,非対称断

面を有する袖壁付きRC柱については,未解明な部分が残

されており,構造設計基準・指針が十分に整備されていな

い状況にある。特に,片側袖壁付き RC 柱(以降,片袖壁付

柱と呼ぶ)については,既住せん断実験における試験体が

少なかったため,十分な検討に至っていない。分割累加式

は,片袖壁付柱のせん断耐力評価式が適用可能とされて

いるが,加力方向別における袖壁および柱の引張鉄筋,袖

壁横筋についての詳細な説明がやや不十分である。裵ら

5)～7)は,「分割累加式による計算では,壁の長さ方向に分

割するため,袖壁の長さが同じであれば,片側・両側関係

なく同じ値となる。また,左右非対称の試験体においても

正負の方向に関係なく計算値が同じ値となることであ

る。」2 つの改善点を述べて,分割累加式に柱と袖壁の形

状により決定される,強度寄与係数を用いて柱の両側に

袖壁がある場合は安全側の評価を可能にしている。しか

し,左右非対称断面に対する検討までには至っていない。 

また,著者ら 8)～10)は,拡張された修正圧縮場理論の解

析モデル 11）を用いて,袖壁付き RC 柱のせん断耐力につ

いて解析を行い,限られた範囲ではあるが解析モデルの

袖壁付き柱のせん断耐力解析への適用性について検討し

ているものの実験的な研究については,行っていない。 

そこで本研究の目的は, 既往実験が少ない片袖壁付柱

の試験体 3 体を製作し,袖壁横筋量を変数とした場合に

どの程度,せん断耐力に影響を及ぼすか実験的に検討を

行う。さらに,分割累加式において加力方向別の引張鉄筋

の取扱について一提案を行う。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体諸元 

試験体は実大の 1/3 スケールものを 3 体製作する。本

実験の試験体諸元を表－1 に,図－1 に試験体の形状をそ

れぞれ示す。柱は 250x250mm および袖壁は 70x250mm

であり柱の高さは,500mm で計画する。柱部分でのせん

断スパン比は 2.0 で,せん断破壊するように設計を行う。 

柱の帯筋比 pw=0.26%とする。コンクリートは目標圧縮強

度を 30N/mm2 とし,鉄筋には,D16,D13(SD295A)および

D6(SD295A)を用いる。表－2,3 にコンクリートおよび鉄

筋の材料特性を示す。 
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2.2 載荷方法 

図－2 に加力載荷装置を示す。水平加力は片持ち型式

とし,試験体区間頂部の水平変位 δ を試験体区間高さ

h(＝500mm)で除した層間変形角 R(＝δ/h)により変位制御

とした。軸力は,鉛直ジャッキにより一定軸力を与えた。

載荷プログラムは図－3 に示すように R=±0.25, ±0.5, 

±0.75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

,±1.0,±1.52,±2.0 および±3.0%rad の順に変位を漸増しな

がら,袖壁側(西側)からの加力を正(+)とした正負交番の

漸増繰返し載荷を行った。 

 

3. 実験結果 

3.1 せん断力Ｑ－層間変形角Ｒ関係および破壊性状 

図－4(a)～(c)は,各試験体のせん断力 Q-層間変形角

R の関係を示す。図中には,柱せん断補強筋の降伏を□,

柱主筋引張降伏を△,袖壁縦筋引張り降伏を▽,袖壁横筋

引張降伏を×,最大せん断力を〇で示している。写真－

1(a)～(c)は破壊性状を示す。 

図－4(a)から試験体 CW-W1D-1.0-0.2N は, 層間変形

角 R=0.5%rad 正負加力時に袖壁中央部分にせん断ひび割

れが発生した。R=0.7%rad 正負加力時に柱のせん断補強

筋が降伏□,R=1.0%rad 負加力時で,柱の破壊につながる

せん断ひび割れが確認された。このせん断ひび割れが進

展し始め,著しい剛性低下が生じると同時に袖壁が圧壊

して最終破壊「せん断破壊」となった。なお,最大耐力は

正加力で 182.3kN(R=1.52%rad)負荷力で,271.5kN(R= 

1.0%rad)となった。 

図－4(b)から試験体 CW-W1D-1.5-0.2N は,層間変形角

R=0.5%radでは,正負加力時に袖壁および柱部でせん断ひ

び割れが発生した。さらに袖壁端部に圧壊も確認された。

R=1.0%rad では,袖壁端部 D13が降伏▽および袖壁端部の

圧壊が進展しながら,柱の対角線状にせん断ひび割れが

確認された。R=1.52%rad で,袖壁端部から柱側へ圧壊 

試験体名 b×D(mm) 主筋 フープ 袖壁厚さ×長さ 袖壁縦筋 横筋 N/N0 M/QD 

CW-W1D-1.0-0.2N 

250×250 

4-D16 

+ 

2-D13 

 

D6@100 

 

70x250 D6@100 

D6@100  

0.2 

 

2.0 CW-W1D-1.5-0.2N D6@66 

CW-W1D-2.0-0.2N D6@50 

表－2  コンクリートの材料強度 

試験体名 σc(MPa) ε0(%) Ec(GPa) 

CW-W1D-1.0-0.2N 28.5 0.20 27.5 

CW-W1D-1.5-0.2N 28.1 0.22 27.7 

CW-W1D-2.0-0.2N 30.1 0.27 20.5 

表－3  鉄筋の材料強度 

鉄筋 sσy(MPa) Es(GPa) sσu(MPa) 

   D6 405.0 188.8 489.4 

D13   390.0 178.8 549.9 

D16   355.0 188.6 461.6 
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図－3 加力サイクル 

図－1 試験体 CW-W1D-1.0-0.2N 
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表－1 試験体諸元 

σC,ε0:圧縮強度,ひずみ,EC:コンクリートのヤング係数 

sσy:鉄筋の降伏強度,ES:鉄筋のヤング係数,sσu:鉄筋の引張強度 

軸力:N=0.2σCbD, 軸力比:N/N0, せん断スパン比:M/QD 
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領域が確認された。R=2.0% rad で, 袖壁および柱部のせ

ん断ひび割れ幅が 1.3mm 程度拡がり袖壁端部から柱側

へ圧壊領域が著しく拡がっていることを確認した。その

後,負加荷途中で,急激に剛性低下が確認され最終破壊

「袖壁圧壊(せん断)」となった。なお,最大耐力は正加力

200.5kN(R=1.0%rad)。負加力で,242.6kN (R=0.68%rad) 

となった。 

図－4(c)から試験体 CW-W1D-2.0-0.2N は,層間変形角 

R=0.5%radでは,正負加力時に袖壁中央部分にせん断ひび

割れと柱脚に曲げひび割れを確認した。R=0.75%rad の正

加力では柱にせん断ひび割れが発生した。それ以降,袖壁

端部の圧壊および柱のせん断ひび割れが顕著となり,柱

主筋および袖壁端部筋 D13 が降伏▽した。R=1.52%rad

で最終破壊「せん断破壊」となった。なお, 最大耐力は

正加力で 194.8kN(R=1.0%rad)負加力で 236.5kN(R=0.92% 

 rad)となった。また,全ての試験体において,正加力の最

大せん断力は,負加力に比べ小さくなっていることが分

かる。この理由は,負加力において柱の主筋が引張に大き

く抵抗したと考えられる。また,袖壁横筋量が大きくなる

と,正加力側の最大せん断力も大きくなっている。これは,

端部にフックで柱主筋および端部筋に緊結しているため, 

せん断力に抵抗している為と考えられる。一方,負加力は 

袖壁横筋量が小さくなると,最大せん断力も小さくなっ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ている。この理由は,袖壁端部の圧壊が先行しており端部

が圧縮に抵抗できなかったと考えられる。 

 

3.2 鉄筋のひずみ分布 

図－5 は,袖壁縦筋と柱主筋のひずみゲージ位置を示

す。なお,試験体 CW-W1D-1.0-0.2N のひずみゲージ②は,

コンクリート打設中に破損しており計測不能となった。 

図－6(a)～(c)は,正加力の袖壁縦筋,柱主筋のひずみ

分布の推移を示したものである。図中の〇,□,△は,層間

変形角 R=0.5,1.0,1.52%rad 時点のひずみ値(+:引張,－:圧

縮)を示す。この図から分かるように,全試験体とも,層間

変形角 R=0.5%rad では, 柱主筋④の位置の領域までは引 
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図－5 ひずみゲージ位置 

(a)CW-W1D-1.0-0.2 R=2% (b)CW-W1D-1.5-0.2 R=2% (c)CW-W1D-2.0-0.2 R=1.52% 

写真－1 破壊性状 

図－4 水平力－層間変形角関係 

(a)CW-W1D-1.0-0.2N (b)CW-W1D-1.5-0.2N (c)CW-W1D-2.0-0.2N 
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張領域となり,柱主筋⑤の位置においては,圧縮領域とな

っていることが分かる。さらに,層間変形角が大きくな

るにつれ袖壁縦筋①～③,柱主筋④の引張ひずみも増加 

する推移を示した。その後,R=1.52%rad では,各試験体

の袖壁縦筋①,②は降伏していることが分かる。 

図－7(a)～(c)は,負加力の袖壁縦筋,柱主筋のひずみ

分布の推移を示したものである。この図から分かるよう

に,各試験体とも,層間変形角 R=0.5～1.0%rad において

柱主筋④,⑤の位置では引張ひずみとなることが分かる。

また,袖壁と柱の接合部辺りで,引張と圧縮の境界領域に

なることが分かる。以上より,負加力では,各試験体とも

柱主筋が引張に抵抗している。これは,3 章で述べた正加

力に比べ負加力のせん断力が大きくなった要因の一つで

あると考えられる。 

 

４. 分割累加式について 

分割累加式は,片袖壁付柱のせん断耐力を,図－8 に示

すように,壁部分と壁厚さを差し引いた柱残余部分とに

分割して各々のせん断耐力を修正荒川式に基づいた式

(3),(4)より求め,式(5)のように累加してせん断耐力を求

めている。 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

ここで, 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分割累加式では,柱等価帯筋比 pcwe 評価する際のせん

断補強筋の断面積 awcについて,袖壁横筋を柱内で定着す

る場合は,袖壁横筋相当の鉄筋量を減じるとされている。 

一般的な RC 造の建築物の袖壁の鉄筋は,端部にフック

を施工されておらず寸切状態で定着されていることが多

いが本試験体では,袖壁横筋を柱および袖壁端部の主筋,

端部縦筋に 180°フックにて堅固に緊結している。そこ

で,本論においては,袖壁横筋の相当する鉄筋量を柱のせ

ん断補強筋量から減ずる式(6)および含める式(7)を用い

てせん断耐力の評価を行う。 

   awc=ac−aw       ・・(6) 

      awc=ac               ・・(7) 

 ここで, 

    ac:柱帯筋 1 組の断面積 

      aw:袖壁横筋の断面積 

b：柱幅 

bce：(柱幅－袖壁厚さ)  

Ｌ: 部材全せい 

N : 軸力 

D：柱せい 
dce：柱有効せい（＝0.95D） 
dw：壁有効せい（＝0.95L） 
tw：袖壁厚さ 
Jce：0.8D 
Jw：0.8L 
σcwy：柱帯筋の降伏強度 
σwhy：袖壁横筋の降伏強度 
Fc：コンクリートの圧縮強度 
atc：柱の引張鉄筋断面積 
 

ptce：atc･100/(b−tw)dce 

ptwe：atw･100/(tw･dw) 

pcwe：awc/(b-tw)s 
pwh：袖壁横筋比 

s:せん断補強筋間隔 

atw：袖壁の引張鉄筋断面積 

M/(Q･dce)：柱残余部分のせん断スパン比  1≦M/（Q･dce) ≦3 
M/(Q･dw )：壁部材のせん断スパン比   0.5≦M/（Q･dw ) ≦2 

図－8 分割累加式の累加方法 

Qsuc 
Qsuw 

b t w
 

D 
L 

〇:R=0.5%rad □:R=1.0%rad △:R=1.52%rad 

図－6 袖壁縦筋および柱主筋のひずみの推移（正加力） 
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４.1 正加力について 

技術解説書では, 「柱の引張鉄筋は 1 段目を有効とす

る。袖壁縦筋の引張鉄筋比は,引張端部で有効な領域(部

材全せい Lの 0.2倍以下とする)を定義してその範囲に配

筋された鉄筋を引張主筋として有効とする。」と記載され

ている。 

 本研究においては,図－9 に示すように袖壁は 0.2L 以

内の領域に存在する袖壁縦筋とし,柱は 1 段目を引張鉄

筋とする。 

 

 

 

 

 

４.２ 負加力について 

技術解説書では,「柱が引張側になる場合は,全柱主筋

の合計が算定上有効な引張鉄筋とみなすこともできるが,

一般的には柱の中段筋は柱が圧縮側になる場合の算定で

用いた引張鉄筋量よりも大きいため,これが確認できる

場合は簡略に圧縮側になる場合で算定されたせん断終局

強度と同じであるとしてよい。」と記載されている。そこ

で,本研究においては,以下の 2 つの評価法にてせん断耐

力を算出する。 

(1) 柱の 1 段目を有効 

本試験体では,柱の中段筋があるため柱が圧縮側にな

る場合で算定されたせん断終局強度と同じとなる。しか

し正負加力の実験結果は,異なる。そこで,図－10 に示す

ように柱の引張鉄筋は,正加力と同様 1 段目を有効とす

る。また,袖壁の引張鉄筋については,明確な記述がなく

設計者の判断に委ねられている。そこで, 0.2L 以内かつ

分割された袖壁領域に存在する柱主筋を引張鉄筋とした。 

 

 

 

 

 

 

(2) 柱の全主筋を有効 

 柱の引張鉄筋は,図－11 に示すように柱部分の全主筋

を有効とする。袖壁の引張鉄筋は,分割された袖壁領域

かつ柱内にある柱主筋を引張鉄筋とした。 

 

 

 

 

 

 

 

5. 評価式の適用性 

表－4 は,各試験体の実験から得られた最大せん断力,

終局曲げ耐力および分割累加式から得られた各加力方向

別の計算値と各々の耐力比(実験値／計算値)を示す。 

 この表から分かるように,Qsu は各試験体共に,正加力

において,若干危険側に評価しているものもあるが,概ね

実験値を捉えている。Qbu は,危険側に評価している。一

方,負加力においては,(1)柱の 1段目を有効とした場合の

計算値では,実験値より小さめで安全側に評価している

ことが分かる。(2)柱の全主筋を有効とした場合の Qsu

は,(1)より実験値に近づき,精度よく評価しているもの

と考えられる。この理由は,負加力では,柱の全主筋が引

張ひずみとなっているため,柱主筋が引張りに大きく抵

抗しているためと考えられる。 

  表－4 実験結果と計算結果との比較 

試験体名 加力方向 aw考慮 ptce(%) Qexp(kN) Qbu(kN) Qsu(kN) Qexp/Qbu Qexp/Qsu 

CW-W1D-1.0-0.2N 

正 
減じる 1.22 182.3 204.6 188.6 0.89 0.97 
含める 199.8 0.91 

 負 

減じる 0.93 
271.5 227.6 

186.0 

1.19 

1.46 
含める 197.2 1.38 
減じる 1.86 201.4 1.35 
含める 212.7 1.28 

CW-W1D-1.5-0.2N 

正 
減じる 1.22 200.5 209.4 186.0 0.96 1.08 
含める 208.0 0.96 

負 

減じる 0.93 
242.6 225.6 

183.4 

1.08 

1.32 
含める 205.4 1.18 
減じる 1.86 198.7 1.22 
含める 220.6 1.10 

CW-W1D-2.0-0.2N 

正 
減じる 1.22 194.8 219.0 180.6 0.89 1.08 
含める 218.9 0.89 

負 

減じる 0.93 
236.5 236.6 

177.9 

0.99 

1.33 
含める 216.2 1.09 
減じる 1.86 193.9 1.22 
含める 232.2 1.02 

                                Qexp:実験値,Qbu:e 関数法から得られた終局曲げ耐力時のせん断力,Qsu:式(5)から得られた計算値 
 

図－11 負加力の引張鉄筋(2) 
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 表－5 は,実験値と分割累加式による耐力比の平均値

を示す。この表から分かるように,正加力において,袖壁

横筋の鉄筋量を柱のせん断補強筋量から減ずる場合およ

び含める場合における耐力比の平均値は,1.04 および

0.92 となった。含めた場合は,若干危険側の値となったが,

概ね実験値を捉えていることが分かる。一方で,負加力に

おいては,(1)柱の 1 段目を有効とした場合において, せ

ん断補強筋量を減ずる場合および含める場合の耐力比の

平均値は, 1.37 および 1.22 となった。(2)柱の全主筋を有

効とした場合において,耐力比の平均値は, 1.26 および

1.13 となった。袖壁横筋を柱のせん断補強筋量に含めた

場合が,実験値に近づいており,柱の全主筋を有効とした

場合においては,さらに実験値に近づきせん断耐力を精

度よく捉えていることが分かった。 

 以上より,正加力では, 技術解説書で記載されている

ように引張鉄筋を評価すれば,計算値は実験値を概ね捉

えた。また, 袖壁横筋を柱のせん断補強筋量に含めた場

合は,若干危険側に評価している。負加力では,柱の全主

筋を有効とした場合が,実験値をよく捉えていた。ただし,

袖壁の長さが,引張領域に影響するものと考えられるた

め,今後は袖壁長さを変数とした検討を行う必要がある。 

 

６. まとめ 

本研究では,袖壁横筋量を変数とした片袖壁付き柱の

試験体 3 体について正負交番の繰返し載荷実験を行った。

限られた範囲であるが, 本検討により得られた結果をま

とめて以下に示す。 

1) 袖壁横筋量が大きくなると正加力側の最大せん断力

も大きくなることが分かった。これは袖壁横筋がせん

断力に対して抵抗しているためと考えられる。 

2) 負加力の最大せん断力は,各試験体共に柱の主筋が引

張りに大きく抵抗しており,正加力に比べ負加力側が

大きくなっていることが分かった。 

3) CW-W1D-1.0-0.2N,CW-W1D-2.0-0.2N の破壊性状は,

せん断破壊となった。また,CW-W1D-1.5-0.2N におい

ては、袖壁圧壊(せん断)となった。 

4) 分割累加式において, 正加力では,袖壁横筋の鉄筋量

を柱のせん断補強筋量から減ずる場合および含める

場合における耐力比の平均値は,1.04および 0.92とな

った。含めた場合は,若干危険側の値となったが,概

ね実験値を捉えていることが分かる。 

5) 分割累加式において, 負加力では, 柱の全主筋を有

効とした場合においては,実験値をよく捉えており, 

袖壁横筋を柱のせん断補強筋量に含めると, せん断

耐力を精度よく捉えていることが分かった。 
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表－5 耐力比の平均値 

加力方向    aw考慮 ptce(%) 平均値 

正 
減じる 

1.22 
1.04 

含める 0.92 

負 

減じる 
0.93 

1.37 

含める 1.22 

減じる 
1.86 

1.26 

含める 1.13 
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